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はじめに

平成16年に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が改正され、学校運営協議会制度が導入されて

から10年余が経過した。こうした中、全国でコミュニティ・スクールが広がりを見せ、地域住民や保護者等

が学校運営に参画する取組が進展してきた。平成27年４月１日現在、全国の2,389校がコミュニティ・ス

クールに指定されている。この間、国では、平成25年６月の第２期教育振興基本計画（閣議決定）の中で、

「絆（きずな）づくりと活力あるコミュニティの形成～社会が人を育み、人が社会をつくる好循環～」とし

て、社会全体で学校や子どもたちの活動を支援する取組と地域とともにある学校づくりを推進することが打

ち出された。そして、平成24〜28年度の５年間で全国の公立小・中学校の１割（約3,000校）をコミュニ

ティ・スクールにするという数値目標が打ち立てられた。また、最近の動きの中で、平成27年３月には、教

育再生実行会議第６次提言において、「コミュニティ・スクール未導入地域における取組の拡充や、学校支

援地域本部等との一体的な推進」「コミュニティ・スクールの仕組みの必置についての検討推進」などが盛

り込まれ、同年4月に、「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方に

ついて」中央教育審議会に諮問されたことは周知のとおりである。

こうした状況の中、山口県では、平成27年３月に「元気創出やまぐち！　未来開拓チャレンジプラン」を

策定し、平成29年度までに山口県の目指すべき姿を明らか

にした。この総合計画の中で、「第４章 Ⅲ 人材活力創造

戦略」の「10　次代を拓く教育充実プロジェクト」の重点

施策36では、社会総がかりによる「地域教育力日本一」の

取組の推進を掲げている。そして、具体的な施策の方向と

して、①「コミュニティ・スクール」で子どもも大人も

イキイキとする地域にやさしい学校づくり、②「地域協育

ネット」による日本一の「学校、家庭、地域の温かい絆づ

くり」の推進を掲げている。

こうした国や県の動きの中で、山口県の各市町では、コ

ミュニティ・スクールの設置率が全国の設置率を大幅に上

回る速度で進展し、平成27年10月１日現在で93.1％となっ

ている。平成28年度末には100％となる予定である。図１は、山口県教育委員会が推進するコミュニティ・

スクールと「地域協育ネット」の一体的な推進を図るための「やまぐち型地域連携教育の推進イメージ」で

図１　やまぐち型地域連携教育の推進イメージ
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ある。「地域協育ネット」とは、学校関係者や保護者、地域住民が各中学校区で地域のネットワークを形成

し、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを支援していこうとする仕組みである。この仕組みの中で、中

学校区ごとに地域協育ネット協議会を設置して、育てたい子ども像を掲げて、小中が共通実践項目を作成し、

小中連携をはじめ地域ぐるみによる教育活動の充実をこれまで以上に図っていこうとするものである。

そこで、本事業を学校や地域に密着して推進していくために、平成27年度、県内の13市に「山口ＣＳコン

ダクター」が配置された。このコンダクターには、校長を退職し、学校経営や地域連携教育等の推進に関し

て経験豊富な人材が当てられた。筆者は、山口県教育委員会から山口ＣＳコンダクターを委嘱されている。

本稿では、やまぐち型地域連携教育推進事業における初年次の萩市教育委員会と山口ＣＳコンダクター

（萩市）の連携した取組を中心にまとめることとした。

１．「やまぐち型地域連携教育推進事業」における萩市の取組について

１－１　萩市のコミュニティ・スクール設置への経緯

萩市のコミュニティ・スクールの設置の

スタートは、山口県初、全国でも5番目のコ

ミュニティ・スクールとなった田万川中学校

である。図２は、萩市の全小中学校のコミュ

ニティ・スクール設置への経緯をまとめたも

のである。この中で、田万川中学校は、平成

17年１月に、旧阿武郡田万川町立田万川中学

校時代（平成17年３月の市町村合併後は「萩

市立田万川中学校」）に、教科型の教室や、

地域住民が自由に利用できる図書館やコミュ

ニティ・ルームを有するなど、学校に地域住

民が集い、「子どもも大人もともに学ぶこと

のできる地域の学校」というコンセプトで建

設された。従って、敷地内にはバス停も設置

され、地域住民が日常的に学校に集い易く

なっている。続いて、椿西小学校が、平成18年4月1日に地域開放型の校舎建築と合わせて、山口県の小学校

では初のコミュニティ・スクールとなった。

このように、山口県のコミュニティ・スクールの設置への動きは全国でも先導的であり、なかでも萩市は

その先駆けであった。その後、萩市では、コミュニティ・スクールはハード面とセットで設置するという認

識が強かったことや、新校舎建築計画もなかったことから普及は思うように進まなかった。

山口県のコミュニティ・スクールの推進が進展する中、萩市教育委員会では、平成23年度に「地域開放型

の校舎ではない学校においても、学校課題を解決するためにコミュニティ・スクールを導入する必要がある」

という方針のもと、平成23・24年度に須佐中学校を文部科学省の「コミュニティ・スクール導入等促進事業」

を導入して研究を進めた。この時すでに、須佐中学校は、平成21年度から３か年、「学校支援地域本部事業」

を行っており、学校支援ボランティアによる教育活動の推進に成果をあげていたからである。須佐中学校の

コミュニティ・スクール導入にかかる研究は、その後の椿東小学校や萩東中学校のコミュニティ・スクール

導入のきっかけとなったと言える。

こうしたコミュニティ・スクール設置への気運が高まる中で、萩市においては、少子化による学校の統廃

合など、地域によってその実情が異なることから、一斉に行政主導で指定するのではなく、「学校・地域で

準備が整った段階でコミュニティ・スクールに指定する」という方針を掲げ、学校の主体性を尊重した設置

方針を示した。こうした方針の中で、平成26年度から学校主体によるコミュニティ・スクールの設置が加速

的になり、本事業を導入したこともあって、平成28年４月には100％の設置となる予定である。

図２　萩市のコミュニティ・スクール設置への経緯



−129−

１－２　萩市におけるコミュニティ・スクール推進体制

図３は、やまぐち型地域連携教育事業おける萩市のコミュニティ・スクール推進体制である。平成27年度、

本事業を実施するにあたり、萩市では、

コミュニティ・スクールと地域協育

ネットの一体的な推進を図ることが大

切なねらいであることから、４つの中

学校区12校をモデル校として指定した。

図３の左側の二つの校区は、旧萩市

内の比較的規模の大きい独立した萩東

中学校区及び萩西中学校区で、小中が

それぞれ独立しているが、小中連携を

強化していこうとするものである。こ

の二つの校区では、すべての小中学校

で学校運営協議会が設置されている。

また、図３の右側の二つの校区は、

平成17年３月の市町村合併前は、旧旭

村、旧福栄村という中山間地に立地す

る小規模の学校である。

まず、旭地域おいては、明木小の改

築工事と合わせて、平成28年４月から、明木小学校と明木中学校が一つの校舎の中に併設される計画である。

なお、明木中はこの時点で校名を「旭中学校」としてスタートすることとなっている。この校舎建設に合わ

せて、萩市立明木図書館が隣接して建設されることとなっている。学校運営協議会の設置については、明木

小学校と佐々並小学校はすでに設置されているが、明木中学校については平成28年４月に校名変更と同時に

設置する予定である。

次に、福栄地域においては、平成27年度末をもって、紫福小学校と福川小学校が統合され、現在の福栄中

学校に隣接して「福栄小学校」として開校することとなっている。現時点では、この地域の小・中学校とも

に、学校運営協議会は未設置であり、福栄中学校については平成27年度末までに設置する計画である。そし

て、平成28年４月に「福栄小学校」が開校した時点で学校運営協議会を設置する予定である。

このように、両地域ともに、少子化や耐震化工事に伴う学校の統廃合や校舎改築工事が進められてお

り、そのような状況の中で、旭地域においては、「小中併設（１校分離）・一貫型」、福栄地域においては、

「小中併設・一貫型」のモデル校として、コミュニティ・スクールとしての立ち上げや、小中一貫型の教育

をめざして研究を推進することとした。

１－３　山口ＣＳコンダクター（萩市）の役割と支援内容

図４は、萩市教育委員会とＣＳコンダクターが連

携して行うモデル校への具体的な支援内容である。

４つのモデル中学校区や、それぞれの学校の状況が

すべて異なることから、学校ごとに開催される学校

運営協議会や学校運営協議会立ち上げのための準備

会に出席して学校や地域の状況に沿って助言するこ

ととした。「小中独立・連携型モデル校」の萩東中

学校区においては、コミュニティ・スクールの推進

が進んでいることから、萩東中学校区の取組をモ

デルとして、萩西中学校区に広げることと、「小

中合同の学校運営協議会」の開催や、「中学校区に

おける共通のテーマの作成」と「小中共通の視点に

立った学校評価項目」を作成し、９か年の子ども

の育ちや学びを系統的にとらえた「小中連携カリ

図３　萩市のコミュニティ・スクール推進体制

図４　萩市教育委員会とＣＳコンダクターの役割
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キュラム」の作成支

援を行うこととした。

また、「小中併設・

一貫型モデル校」に

おいては、主に、学

校運営協議会設置

のための支援を中心

に行ってきた。こう

した、支援計画のも

とに各学校を訪問し

て得られた「好事例」

を図５に掲載してい

る「Hagi CS 通信」

として紹介し、モデ

ル校だけでなく、萩

市の全小中学校へ配

信することとした。

なお、この通信は

萩市の全職員が各自

のパソコンで見るこ

とができるように工

夫されている。

１－４　「小中共通テーマ」と「小中共通の視点に立った学校評価項目」の決定

萩市における「小中独立・連

携型」のモデル校区において

は、平成27年度から、萩西中学

校と明倫小学校に学校運営協議

会が設置され、校区のすべての

学校がコミュニティ・スクール

となった。また、「小中併設・

一貫型」のモデル校においても、

平成28年４月には全ての小中学

校がコミュニティ・スクールと

なる。こうした中で、それぞれ

のモデル校区では、地域ぐるみ

で子どもの学びや育ちを支援す

る仕組みである「地域協育ネッ

ト」を構築し、保・幼、小中学

校の「タテ」と学校を支援する関係団体等の「ヨコ」の連携を強化する取組が行われている。図６は、モデ

ル校区の「小中共通のテーマ」と「小中共通の視点に立った学校評価項目」である。この策定に当たっては、

それぞれの中学校区で開催される小中合同による学校運営協議会での「熟議」を通して行われ、「熟議」の

中では、学校と保護者、地域住民等がイキイキと自分の考えを述べ、心を一つにして小中共通の視点による

方向性を決定する様子が確認された。「やまぐち型地域連携教育」のベースとなる協議が行われたことは、

小中連携を大きく前進させる取組となったと言える。

図６　小中共通テーマと小中共通の視点に立った学校評価項目

図５　「Hagi CS 通信」



−131−

１－５　「小中共通の視点に立った学校評価」の実施と「小中連携カリキュラム」例

前述のとおり、萩東中学校区の小中合同に

よる学校運営協議会では、地域協育ネットの

名称を「夏柑（なつかん）ネット」と名付け、

小中共通テーマを「地域ぐるみのキャリア教

育　～広げよう　あこがれ　育てよう　夢　

高めよう　志（こころざし）～」とした。こ

のテーマに沿って各学校が共通実践していく

ために、「小中共通の視点に立った学校評価

項目」を7項目決定した。小中連携校では、

各校独自の学校評価項目に、この共通実践項

目を加え、１学期末と２学期末の２回学校評

価を実施し、小中合同による学校運営協議会

で取組の成果や課題を協議することとしてい

る。

こうした実践を行う中で、９か年の育ち

（学び）を発達段階に応じて、学校・家庭・地域が連携して指導・支援するための「小中連携カリキュラム」

が必要であることが共通理解され、その作成に着手している。図８は、萩東中学校区の小中連携カリキュラ

ムである。現在このカリキュラムは、作成途中であるが、網掛けの部分は、協議済みの箇所を示している。

こうしたカリキュラム作成作業を通じて、小中合同による学校運営協議会委員同士の連携が深まっているこ

とは大きな成果と言える。

図７　小中共通の視点に立った学校評価項目（萩東中学校区）

「小中共通の視点に立った学校評価項目」

○将来の夢や志をもっていますか。（中）

　あなたは夢の実現に向けて努力していますか。

（小）

○あなたは、（家庭や地域で）時と場に応じた言葉づ

かいをしていますか。

○あなたは、家庭や地域であいさつができていますか。

○あなたは、予習・復習など家庭学習の習慣が身に付

いていますか。（塾や習い事を含む）

○授業中正しい姿勢をしていますか。

○鉛筆を正しく持てていますか。（小）

○自分の考えや気持ちを相手に分かりやすく伝えるこ

とができますか。

図８　小中連携カリキュラム（育ち・学び）における共通実践項目（萩東中学校区）
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１－６　コミュニティ・スクールに関する意識調査の実施

「やまぐち型地域連携教育推進事業」の初年次で重要な取組は、図９に示す「コミュニティ・スクールに

関する意識調査」の実施である。この調査は、同じ質問紙を用いて、県と市がそれぞれ実施した。

山口県教育委員会は県政世論調査として、

平成27年６月に県下3,000名を層化二段無

作為抽出して実施した。萩市教育委員会で

は、同様の調査用紙で、７月にモデル校区

内の民生委員・児童委員、福祉委員、その

他公民館や、学校を訪問した人を含めて

167名からサンプルを得て実施した。

この意識調査の（２）に「あなたは、こ

のコミュニティ・スクールをご存知ですか」

という質問項目がある。コミュニティ・ス

クールの認知度に関する質問については、

県政世論調査では、「知っている」と回答

した割合は、17.6％、萩市の結果は37.1％

であった。萩市の方が、「知っている」と

いう認知度は高いが、いずれにしても、今

後コミュニティ・スクールの認知度をもっ

と高めていく必要があると考える。

また、図10は、質問項目１～13における

モデル校区における「コミュニティ・ス

クールに関する地域住民の意識差」を示す

ものである。このグラフの見方については、

「そう思う」を４として以下、「そう思

わない」を１として各項目の平均を出して

いるが、2.5が中央値であることから、そ

れ以上は「意識が高い」、それ以下は「意

識が低い」とみるこ

とができる。中央値は

赤でラインを引いてい

るが、このグラフを見

ると、「⑧学校の活動

等の情報を学校便りや

ＨＰで地域住民に伝え

ている」（数値3.8）、

「⑬学校を良くするこ

とは、地域を良くする

ことにつながる」（数

値3.4）は高いものの、

「⑪地域住民が、学校

行事に積極的に参加し

ている」（数値2.5）、

「⑥学校の教職員は

親しみやすい」（数

値2.6）という項目は、

平均値を示すものの、他の項目と比べて低い。この調査は経年で実施することとしているが、今後、この意

識調査を踏まえたコミュニティ・スクールの取組方策を検討する必要があろう。

図９　コミュニティ・スクールに関する意識調査質問紙

図10　コミュニティ・スクールに関する地域住民の意識差（萩市）
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２．コミュニティ・スクールの可能性を追究する取組事例

２－１　コミュニティ・スクール推進の核となる日常的・定期的な学校支援活動

コミュニティ・スクールの可能性を追究するためには、保護者や地域住民の学校への支援・協力が不可欠

である。萩市では、コミュニティ・スクールに指定した学校が、指定される以前から学校に惜しみない支援

を受けている団体や個人の存在は非常に大きい。

図11は、椿東小学校の日常

的・定期的な学校支援活動の

一覧表である。「日常的」とは、

少なくとも毎週１回以上学校に

来て活動を行うものである。ま

た、「定期的」とは、支援団体

の活動計画に基づき、定期的に

活動を行うものとした。

図中の「すずかけの会」は、

平成９年に発足し、「授業とし

ての読み聞かせ」「影絵」等を

定期的に行う団体である。毎週

火曜日に行われている「朝の読

み聞かせボランティア」とは、

活動の内容が異なっている。萩

市のほとんどの小学校において、

この日常的な「読み聞かせ」活

動が根づいており、学校支援活

動の中核を担っていると評価できる。椿東小学校では、この他の日常的な支援活動として、「図書の修理」

「登下校の見守り」、そして特別支援学級での「リトミック学習」など、学校が必要としている学校支援活

動が活発に行われている。さらに、定期的な活動や学校の随時の要請に応じた支援活動を含めると、子ども

たちの教育活動を地域の団体や個人が手厚く支えていると言えよう。

今ひとつ、図12の中央の写

真は、萩市立萩東中学校の

「てごの会」の花生け活動で

ある。この活動は、毎週火曜

日に行われているが、平成19

年度から行われている。「荒

れた学校」という不本意な評

価を受けていた時代に、当時

の校長が学校の「ありのまま

の姿を見てほしい」、ＰＴＡ

会長が「とりあえず学校を覗

いてみよう」という動きの中

で始まったものである。花生

けの方々は、単に花を生けて

飾るだけでなく、花を生けながら、学校内での子どもの様子にも気を配っているのである。いずれにしても、

こうした学校を支援する活動が必要感を伴って発足して現在も行われている事実は、コミュニティ・スクー

ルの動きを支え、拍車をかけている。また、学力の二極化が懸念され、生徒の学び直しの機会を与えようと

して始まった萩東中学校の「土曜塾」（図12写真右）においては、高校生ボランティアが力を発揮している。

このように、支援団体相互のつながりが増して、支援の輪が広がっていることは大きな成果である。

図11　日常的・定期的な学校支援の具体的な活動（椿東小学校）

図12　日常的・定期的な学校支援活動



−134−

２－２　学校運営協議会委員の学校運営への参画意識を高める取組　～「熟議」の浸透　～

コミュニティ・スクールが機能するためには、学校運営協議会委員の「学校運営」への参画意識を高める

ことが重要となる。

学校運営への参画とは、学校運営に関して単に意

見を申し述べるだけでなく、もう一歩進んで、知恵

の部分に関して教職員とともに汗をかき、ともに知

恵を出し合うことである。

図13は、萩西中学校区の小中合同による学校運営

協議会で、小中共通のテーマを決めるために「熟議」

を行っている場面である。「熟議」は、ＫＪ法を用

いて、ブレーンストーミングなどによって得られた

発想を整序し、問題解決に結びつけていくために

「熟慮」と「議論」を重ねることである。他人の意

見を批判せず、思いついたことを自由に自分の意見

として述べることで、皆で解決の方向性を見出そう

とするものである。この熟議の手法は、萩市でも多

くの学校が取り入れており、確実に「浸透」してきていると感じている。浸透してきた背景には、山口県教

育委員会の主催する、「熟議の場づくり応援出前講座」などの成果が大きいと考える。

こうした「熟議」を取り組む学校運営協議会委員のイキイキとした表情や姿は、学校運営に参画している

証と言える。「熟議」はそれほどの魅力をもっている協議手法なのである。今後、この「熟議」の手法を、

必要と目的に応じて学校運営協議会に取り入れていくことが大切であると考える。

２－３　学校運営協議会委員による授業への参画　～「ユニット型研修」～（授業を開く）

今ひとつ、学校運営協議会委員の学校運営に関する参画意識を高める取組として、「ユニット型研修」へ

の参加がある。「ユニット型研修」とは、平成26年度に、萩市立萩東中学校で実践された「人材育成ユニッ

ト研修」の手法によるものである。これは、山口県では大量退職・大量採用時代を迎えており、若手の人材

育成、とりわけ授業力の向上をめざす必要があることから、教職員と学校運営協議会委員が少人数の組織

「ユニット」を編成し、１か月に１回程度の授業研究を行うなど、ＯＪＴによる校内研修の一つの手法であ

る。図14は椿東小学校の「ユニット型研修組織」であるが、低・中・高学年と特別支援の４つのユニットを

編成し、それぞれのユニットに学校運営協議会委員が所属している。学校運営協議会委員は、授業参観の依

頼を受けたら、その時間に合わせて来校し、授業参観を行う。そして、授業参観をしての率直な気づき（図

図13　小中合同による学校運営協議会の「熟議」

ユニット型研修（椿東小）

図14　ユニット型研修体制 図15　授業参観後の気づき
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15）を書いて授業者に渡している。委員からは、先生の真摯な授業に対するねぎらいや、地域目線からの気

づきなどを記入している。教員にとっては、教師仲間とは違った視点での意見を聞くことで、授業改善への

大きなヒントになるのである。また、この「ユニット型研修」への参加により、学校運営協議会委員の学校

運営への参画意識がより一層高まっている。

３．コミュニティ・スクールを円滑に推進するための校務分掌組織（組織を開く）

コミュニティ・スクールの取組を円滑に推進していくためには、学校と地域とをつなぐための校務分掌組

織が必要であると考える。やまぐち型地域連携教育推進事業では、モデル校にどのような組織図であれば、

学校と地域の連携ができ

るかを学校の実状に沿っ

てともに考えた。図16は、

椿東小学校で作成した全

体組織図である。椿東小

学校は、平成27年度は、

文部科学省の委託事業に

よる「マネジメントの強

化をめざす新しい連携・

協働体制の構築」をめざ

し、学校運営協議会、Ｐ

ＴＡに加え、首長部局と

の連携体制づくりに取り

組んだ。学校課題に基づ

く、４つのプロジェクト

部会に、教職員と学校運

営協議会、ＰＴＡ、そして首長部局がつながる組織としている。このような組織を作ることが、「組織を開

く」ことにつながり、そのことで情報を共有し、学校教育に対する様々な意見が反映され、連携・協働体制

がさらに高まっていくものと考える。

４．萩市モデル校区の今後のコミュニティ・スクール構想

４－１　「小中独立・連携型」モデル校におけるコミュニティ・スクール構想

図17は、萩東中学校区及び萩西中学

校区における「小中独立・連携型」の

コミュニティ・スクール構想図である。

この校区の小中学校においては、図中

左側に示しているように、各校の学校

課題を明確にして、それを解決するた

めに、プロジェクト型の校務分掌組織

をつくり、学校運営協議会としっかり

つながりながら取り組んでいくことが

基本となる。そのうえで、校区の小中

合同による学校運営協議会で決定され

た「共通のテーマ」に沿って共通実践

を図ることで、小中連携をさらに深め

ていこうとするものである。その際に、

「地域協育ネット」の支援をいただき

ながら教育活動を充実させようとする

図16　学校とＰＴＡ・地域とをつなぐ校務分掌組織（椿東小学校）

図17　萩東中・萩西中学校区のコミュニティ・スクール構想
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ものである。そのためには、地域と学校とをつなぐプラットホームを学校とし、そこに統括コーディネー

ターを配置してその充実を図ることが期待される。旧萩市内には、全地域をカバーする中央公民館はあるが、

それぞれの中学校区にはないことら、各学校にもコーディネーターを配置することが最も理想的であろう。

４－２　「小中併設・一貫型」モデル校におけるコミュニティ・スクール構想

図18は、旭中学校区のコミュニティ・スクール構想図である。現在、明木小学校、佐々並小学校には学校

運営協議会が設置されている。明木中学校は、平成28年４月に設置予定である。先に述べたように、明木中

学校は、平成28年４月から校名変更し、「旭中学校」となることが決定している。また、明木小学校の校舎

改築とともに、小学校に併設されることとなっている。さらに、新校舎と同一敷地内に萩市立明木図書館

が新築移設される。一方、佐々並小は現状のままである。従って、変則的になるが、「小中併設（１校分

離）・一貫型」をめざしている。なお、平

成27年度に、佐々並小学校と明木小学校は、

文部科学省の「人口減少社会におけるＩＣ

Ｔ活用による教育の質の維持向上に係る実

証事業」の採択が決定し、タブレット端末

とテレビ会議システムによって授業交流が

行われている。１校分離の不便さを解消す

る取組として注目される。こうした立地状

況の中、図書館機能とＩＣＴ機能を生かし、

言語活動の充実を小中一貫して図ろうとす

るコンセプトが提案されている。

このため、小中合同による学校運営協議

会を「旭地域学校運営協議会」として、委

員を同一メンバーで構成することが提案さ

れ、教育水準の平準化と合わせて、明木地

区、佐々並地区の公民館をプラットホーム

としてコミュニティ・スクールと「地域協育ネット」の一体的な推進を図っていく構想である。

図19は福栄中学校区のコミュニティ・ス

クール構想図である。この校区においては、

福川小学校と紫福小学校の二つの小学校が

統合し、福栄中学校に隣接して、平成28年

４月に「福栄小学校」として開校する。こ

うした経緯から、現在の３つの小中学校に

は、学校運営協議会が設置されていなかっ

た。統合を機に、学校運営協議会を設置し

て、コミュニティ・スクールを基盤とした

「小中一貫型　福栄小学校・中学校」の設

置をめざしている。

この福栄地域は、ふるさと学習や武道教

育に熱心に取り組んできた地域であるが、

それらを基盤にして、新たに「外国語教育」

を教育内容に加えて、学校教育目標を一つ

にした「小中一貫型小中学校」の教育をコ

ンセプトとしている。また、地域に２か所ある福川公民館と紫福公民館をプラットホームとしてコミュニ

ティ・スクールと地域協育ネットの一体的な推進をめざしている。

図18　旭中学校区のコミュニティ・スクール構想

図19　福栄中学校区のコミュニティ・スクール構想
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おわりに

これまで、「やまぐち型地域連携協育推進事業」を通して、萩市のコミュニティ・スクールの現状や成果、

並びに今後の構想について述べてきた。４つのモデル校区では、コミュニティ・スクールに関して、学校や

地域の状況はすべて異なるが、「コミュニティ・スクール」と「地域協育ネット」の一体的な推進を図って

いく基礎的な体制整備ができた。

平成28年度から萩市のすべての小中学校がコミュニティ・スクールとなる。また、平成28年度末には、山

口県の公立小中学校のすべてがコミュニティ・スクールとなる。これは全国一であり大きな成果である。

今後は、このコミュニティ・スクールという制度で何を目指すのかを今一度しっかりと見据えて取組むこ

とが大切である。つまり、コミュニティ・スクールを学校の課題を解決するためのツールとしてどのように

使いこなしていくのか、学校経営の最高責任者である校長の組織マネジメントが重要となる。

今年度の本事業の推進を通じて、今後の課題や方向性を整理してみる。

一つは、それぞれの学校に設置されている「学校運営協議会が成長・成熟していくこと」が大切である。

それぞれの学校運営協議会では、学校の課題や育てたい子ども像を共有し、よりよい方向を見出してい

く協議会にしていかなければならない。大切なことは、学校サイドにとっては、「学校」「組織」そして、

「授業」を一体的に開いていくことが大切である。学校運営協議会がうまく機能している学校は、学校の情

報をわかりやすく示しながら、保護者や地域住民からよりよい情報や知恵を取り入れている。このような学

校運営協議会は委員自身も成長することでき、学校運営協議会自体も成長・成熟するものと考える。

二つ目は、住民意識調査結果からも、地域住民にコミュニティ・スクールの認知度を高める取組が必要で

ある。そのためには、地域の学校として、地域住民がたくさん学校に足を運ぶことができるような学校をめ

ざすことが大切である。

例えば、現在、萩市の小中学校では、平成25年度から萩東中学校で実施されている「公開講座」を、それ

ぞれの学校に合わせて開催するなど、その広がりを見せている。ある学校の「公開講座」では、地域住民や

教員が講師となり、地域住民が学校に集い学ぶ姿が多く見られた。また、子どもも大人もイキイキと学ぶ姿

から、まさに「大人の学びは、子どものビタミン」と感じるような場面も多く見かけた。大人の学び続ける

姿を子どもたちが見ることで、生涯にわたって学び続けるような大人になるために必要な栄養素を吸収して

いると感じた。学校は、そのような学び場でありたいと願うのである。

三つ目は、こうした取組を行うに当たっては、地域住民をまとめる「町内会長」への周知理解や、市町の

首長部局との連携も必要となってくる。教育委員会は、他の部局との連携や町内会連合会などでコミュニ

ティ・スクールを周知することが大切である。また、学校は、地区ごとの町内会の出向き、学校の取組の理

解と協力を呼びかけることが必要であろう。いずれにしても、コミュニティ・スクールという制度と地域協

育ネットという仕組みが地域に理解され、地域に馴染んでいくための取組が今後の課題である。

おわりに、今年度取り組んできた「やまぐち型地域連携教育推進事業」で得られた成果や課題を、次年度

のモデル校へつなげていき、「子どもも大人もイキイキと！　『いい学校』は『いい地域』にできる」を推

進の理念として、それぞれの地域の特色を生かしながら学校が主体性・自律性を発揮し、コミュニティ・ス

クールの可能性を追究する取組を期待したい。
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